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２ Ｆ １ １  

リ ス ク 対 応 ・ 価 値 増 殖 に 有 用 な ク ラ ス タ ー 特 性  

 

              ○ 高 橋  浩 （ 宮 城 大 学 ）  

 

１. はじめに 
近年、企業を取巻くリスクは、広域ＳＣＭ、リー

ン・システムの普及によるシステム精緻化、消費者

ニーズ多様化に対応するサービス化率拡大、品質・

安全強化のためのコンプライアンス遵守強化などに

よって複雑化し、リスクへのレジリエンス（耐性）

は脆弱化している。そのため、製造事故・自然災害・

個人情報流出等の事故などに対応するＢＣＭへの取

組みや食に対する安全安心への取組、更には不祥事

発生防御のためのＪ－ＳＯＸ法施行など、企業経営

におけるリスク対応の重要性がこれまでになく高ま

っている。 

このような課題への取組みは、グローバル競争下

で、一段と高付加価値路線にシフトを求められてい

る環境では、付加価値拡大と両立させて対応するこ

とが重要である。また、このような取り組みは、企

業文化、その基盤としての地域文化、国の制度など

に関わる部分があり、競争力がある一部企業だけで

なく、雇用の大半を占める内需型産業（例：食品産

業など）や地域経済圏において主要な役割を占める

中小企業においても、広く取組まれるべき重要な課

題である。 

一方で、付加価値拡大との両立を脅かす情況も拡

大している。リスクは（広域ＳＣＭやリーン・シス

テムのような）付加価値拡大の仕組み普及によって、

返って「地震発生によるＳＣＭ断絶」のように増幅

する。また、効率化が返って「フードチェーンのブ

ラックボックス化」をもたらし、食の安全を脅かす。

そこで、これら課題への分析の視点として,共通の基

盤である“企業間連携”を取り上げる。即ち、付加

価値拡大とリスク対応には企業間連携に共通の特性

があると想定する。ＩＴ普及により企業間連携が拡

大している環境では、特定リスクへの対応の誤りが

連鎖的に他業務にも波及し、結果的に事業全体に大

きな影響を与える。このような事態が想定されるた

め、企業間連携によって付加価値拡大を図る試みに

は類似性があり、その対象はＳＣＭ，トレーサビリ

ティ、戦略的技術提携、更には地域活性化の切り札

として期待されるクラスターなども含まれると考え

る。本稿はこのような認識で論述する。 

戦略的技術提携は開発フェーズに重点があり、ＳＣ

Ｍやトレーサビリティのような商品供給フェーズとは

位置づけを異にするが、ここ 10 年で急激に増加してき

た企業間連携である（図１）。これは、従来、新技術開

発を自社ノウハウ・自社スタッフに依存してきたもの

が、自社開発だけでは不十分になり、他社と戦略的技

術提携を結ぶことで他社資源をも利用し,市場ニーズ

への柔軟でスピーディな対応を実現しようとするもの

である。 

 

一方、ＳＣＭはＩＴ活用にクローズ型（エクストラネ

ット）、オープン型（インターネット）などの類型があ

るものの、いずれもＢ２Ｂに強く依存しており、Ｂ２

Ｂは９０年代末以降急激に増加している（図２）。 
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トレーサビリティは、消費者に安全を訴求するための

企業間連携という、従来と全く異なる連携で、実現コ

ストが膨大であるにも関わらず事業者に直接的利益を

生み出さず、導入が軌道に乗るのは難しいと言われな

がら、現実には着実に普及が進んでいる（図３）。 

 

これら多様な企業間連携の増加は、次のような複雑

なネットワークを登場させる。 

・ＳＣＭ：広域で効率的な、製品(部品)供給・加工に

関する物流ネットワーク 

・トレーサビリティ：信頼性をオープンに保障するコ

ンプライアンス・ネットワーク 

・戦略的技術提携：新市場にキャチアップする新製品

開発･適用ネットワーク 

• これらはいずれも企業間連携が 2 社関係からネットワ

ーク全体に重点を置いた新たな関係、即ち「ある企業

が連携相手を選択する際、相手自身の能力・資源だけ

でなく、ネットワークを介した間接的関係者まで考慮

する関係」にシフトすることを意味する。これは、あ

る企業が連携相手の資源にアクセスする際、相手企業

だけでなく、相手企業が連携する他企業の資源にまで

アクセスできることがあり、そのため、ネットワーク

に組み込まれる企業は直接の連携相手だけでなく、ネ

ットワーク構造そのものに影響を受けるからである。

これは直接、または間接に接続される関係者全体集合

の特性に着目することを重要視させる。 

このような視点から、リスク対応への取組みに共

通性を見出せれば、平素からのリスク管理への指針

となり有益である。また、業種・製品によって重視

すべきリスク内容が異なり、多様化する中で、業種

それぞれへの対応と、その基盤となる(地域あるいは

企業群に)共通の取組への指針を識別し基本認識を

共有することにも有益である。 

 

２. 共通の取組指針としての“小さな世界” 
 

前節の認識の元に2事例における共通指針を述べる。 

 

１）戦略的技術提携 

 

戦略的技術提携のデータはＭＥＲＩＴ－ＣＡＴＩデ

ータベース[1]に集積されており、このデータを活用し

た“小さな世界”[2][3]の視点からの分析が行われて

いる[4]。その結果、“小さな世界”理論は、従来、戦

略的技術提携分析に取り組んできた下記 2 つの流れを

一体的に捉えることに成功した、としている。 

・レジリアンス(耐性)資源の拡大が新提携先誘引に有

効 

・自ネットワーク欠陥を解決する提携先誘引が有効 

そして、優れた提携網は、周密な提携網（前者）と欠

陥を補完する疎な提携網（後者）を両立させた“小さ

な世界（短いパス長と高いクラスター度を両立させる

図４の右側領域）”を形成していることが、具体的に電

気業界データ（図４の“点”データ）などによって実

証された。 

 

 

２）「食の安全」が脅かされる背景と“小さな世界” 

 

「食の外部化」が進み、生産者と消費者の距離が拡大

したことが安全を脅かす要因になっている。外部化に

は「消費者の外部化」（外食を取ることの増加、調理済

み食品活用の増加(中食)）と「原料・製品の外部化」（主

として海外からの調達の拡大）の２つがあり、どちら

も効率化重視が拡大することで、生産者から消費者に

達するプロセスがブラックボックス化し、信頼を保障

する企業間連携が消費者に可視できない状況になった。

例えば輸入の場合、生鮮品輸入、一部加工品輸入、完

成品輸入などと種々の段階の輸入があり(図５)、フー

ドチェーンが複雑化することで、ブラックボックス化

が肥大する要因となってしまった。 
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図５：フード・チェーンの概要 

 

このような状況の解決には、“小さな世界”の視点で、

次のような施策が考えられる。 

・高度に密で大規模な信頼性保障網の構築（例：大手

小売業をコアとしたトレーサビリティ網とその信頼

性を保障するクローズ型運用） 

・食の多様性、顧客ニーズへの対応を解決するオープ

ンな他ネットワークとの接続（例：トレーサビリテ

ィ用標準パッケージ導入や非競争領域を切出した幅

広い情報共有） 

・そして、両者を両立させる“小さな世界”の構築 

 

３. “小さな世界”実現に向けた事例分析 
 

ＩＴ普及で企業間連携が容易になり、変化のスピー

ドが速くなってくると、自らのコア・コンピタンスを

磨き、適切な連携相手と連携を目指すのが優れた指針

とされてきた。しかし、コア・コンピタンスが確立さ

れた後、それが支配的に成り過ぎると硬直化を招く[5]

との指摘があり、このような事態に陥らないためには

異分野との組合せによる持続的活性化が重要になる。

その際、連携相手は同業者に留まらず、複雑な要件や

変化の方向性を共有しうるユーザ企業、エンドユーザ

まで対象になる。従来、日本企業はコアを洗練するあ

まり、組合せ幅の拡大を怠り、視野を狭めてきた嫌い

がある。今後は、オープン・ネットワーク環境を基盤

とした情報処理が複雑な分散システムとなり、イノベ

ーションは環境を共有する多様な関係者間連携に依存

するので、クローズで密な連携領域を維持しつつ、思

い切った異分野との“弱い結合”も確保し、高付加価

値・リスク管理のバランスを取るのが目標となる。こ

れをトレーサビリティの例で見てみる。 

トレーサビリティは既存の商流、物流の枠組みに、

物品に貼布したＩＣタグ、２次元バーコードなどの手

段によって、生産地から消費者まで、物品の生産・流

通の履歴情報を伝達する仕組みであって、それ自体で

安全を増す手段ではないが、一旦事故発生時には回収

範囲を限定できることなどで、被害を最小化すること

ができる。費用負担が発生する一方、その仕組みは直

接的利益をもたらさないとされてきたが、次のような

事例が登場している。 

 

3. 1 事例 
 

食品産業センターと生協（コープネット，コープきん

き）グループの事例： 

2001 年度から５回と最多数回トレーサビリティ実証

実験プロジェクトに採択され，日本におけるトレーサ

ビリティ・システム開発の先駆的役割を期待されてい

た食品産業センターは，小売業，取引先でばらばらな

仕様書（加工食品規格書）の統一無しにはトレーサビ

リティ普及は不可能と考え[6]，実証実験の仕組みを利

用した仕様書統一を2003年度提案に盛り込み採択され

た。そして，開発を 2001 年に設立されたばかりのイー

ベース社（E 社：従業員 41 名）に依頼した。Ｅ社は食

品業界向けデータべース・ソフト開発を設立の中心テ

ーマとしており，この機会に開発したソフトをただち

に翌年より販売した。また，同時に，食品企業間の電

子商取引を手掛けるインフォマート社（Ｉ社：従業員

122 名）と，食品メーカーが外食・小売業向けに提供す

る仕様書開示システム開発で提携し，仕様書フォーマ

ットを継承した。Ｉ社は 1998 年，食品業界向けｅマー

ケットプレース（eMP）立上げのために設立された会社

で，2004 年に更なる拡大のためマイクロソフトと提携

し BizTalk サーバを導入した段階で，eMP ユーザーは

5,400 社であった。それが，現在では 14,000 社以上に

急増した。IT 革命期に多数の eMP が設立されたが，Ｉ

社 eMP は現在でもユーザーが急増する例外的 eMP とな

った。連携の機会や情報が整備されていない中小企業

が多い食品業界を顧客に選んだことが，返ってＩ社 eMP

の価値を高めている。 

2005 年度の実証実験から食の安全に当初から関心が

深かった生協グループが導入の中心となって，生協の

プライベートブランド食品（冷凍食品など）を対象に

機能向上が図られた。一方，大手小売業イオン（Ａ社）

は，トレーサビリティに熱心に取り組んでいたが，生

協が導入したＥ社パッケージにも強い関心を示し，

2006 年にＥ社と契約して導入を図るとともに自社シス

テムに組み込み，納入業者 2500 社と連携した利用を開

始した。また、2007 年 3 月セブンイレブンも仕入先 80

社約 4000 品目について E社パッケージ導入を発表した。

こうして，仕様書統一という，関係者が共有していた

課題が実証実験を契機に解決に向けて適用範囲を拡大

していった。このような変革は，次のような消費プロ

セスの変化を伴う。 
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① 専門的顧客は仕様書記述により，必要とする食材

をＩ社 eMP から購入 

② ウェブ活用一般顧客は生産履歴情報や流通履歴情

報により商品選択を容易化 

③ 一般顧客は生協，Ａ社の取組みなどを知って，よ

り安全な商品購入や，必要時の情報にアクセス 

このように、トレーサビリティはそれぞれのコア・

コンピタンスを維持しつつ、全体共有の基盤としての

プラットフォームを形成する。これは“小さな世界”

の視点では下記のように評価できる。 

・ クローズした企業グループ内ではコスト負担が軽

く、トレーサビリティ向け情報共有が容易な大規

模な仕組みが実現 

・ その一方、従来連携していなかったベンチャー企

業や、更には競争相手とも一定範囲でインタフェ

ース統一、同一パッケージ活用、共通基盤共有な

どにより、既存の弱点をカバーする企業間連携を

実現 

 

４. 価値増殖・リスク回避を両立しうる今後の指針 

 

ＳＣＭ，トレーサビリティ、戦略的技術提携などへ

の取組みは今後も益々拡大すると予想される。このよ

うな取組みの広がりを地域レベルで見れば地域クラス

ター、業種レベルで見れば業種クラスターになる。既

に、今後の動向である、個別シーン向けの洗練化，多

様な顧客ニーズへの対応のため、企業群における地域

の情報ネットワークを介した高度な連携、それとセッ

トを成すIT投資とその効率化が積極的に取組まれてい

る[7]。各種ネットワークを介して、1)近い特性を持っ

た企業間では密で継続的な連携による「近距離交流」、

2)事業特性の異なる遠い存在の企業とも弱いアドホッ

クな連携による「遠距離交流」、の両立は、新たな変化

や予期せぬリスクへの柔軟性を確保し、一段と優れた

持続的価値創造が目指せる[8]。 

このような取り組みは単純なオープン化と異なる価

値を生み出す。顧客が購入する商品やサービスの価値

は「生産⇒流通⇒小売⇒消費」の一連の流れの組み合

わせと，それとセットを成す多様なコンテンツが合体

したトータル・オファーとして提供される[9]。その中

でそれぞれのフェーズのニーズ情報と技術情報が融合

されて全体価値が構成される[10]。例えば、食の安全

を実現するトレーサビリティの場合、全体価値は各地

域の食文化の深さ、食への拘りの度合い、それに対応

した価値提供などに依存する。その点ではトレーサビ

リティ・システムは情報提供とともに、多様な価値創

造のプラットフォームとなり得るものであり、生産者

は本当に美味しいものを作っているからこそトレーサ

ビリティをやる意味があり、消費者は本当に美味しい

ものを味わえるチャンスを期待してアクセスすること

で、食の安全を基盤とする価値創造は循環する[11]。

このような活動の活発化はＳＣＭ，トレーサビリティ、

戦略的技術提携、更には地域活性化の切り札として期

待されるクラスターを通じて共通のものである。 

“小さな世界”理論に基づく分析は、開発を主体と

した戦略的技術提携、および多様な企業群を一体とし

て捉えた地域クラスターを対象とした分析が先行して

いるが、個々には地域クラスターの要素であるＳＣＭ

やトレーサビリティでも類似の基準が成立していると

考えうる事例も登場している。より正確な実証的裏づ

けが必要だが、同時に、この指針を活用した積極的活

動も必要な段階に来ていると考えられる。 
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